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061009改訂 理財局国有財産審理室　中尾課長補佐の説明による（２００６．４．１８）

なぜ払い下げるのか

• 公共的に利用する必要ない土地は，売却
することが国の方針だから

•未利用地は，民間に売却し，有効活用すべ
きだから？

•現金化したいから？

•税収が増加するから？

推測されるその他の理由

理財局の説明
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未利用国有地の払い下げ
行政財産の用途廃止

国の利用検討

地方公共団体からの要望

総点検

所管換え

国有財産地方審議会（５０００㎡以上について諮問）

随意契約 一般競争入札

○○省庁舎等 公園，学校等 住宅，事務所等

国利用 地方公共団体利用 売却対象財産 売却困難財産

（優先順位は左から）
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フィッシュ払い下げまでの経緯
• H14.11.1　農林水産省が用途廃止し，財務省に

引継ぎ→神奈川県が用途廃止（実態は茅ヶ崎市
が主導）

• 同日　㈱茅ヶ崎魚市場海岸販売所から関東財務
局横浜財務事務所へ売り払い申請書提出

• H15.2.21　売り払い決議決済完了

• 同日　申請者に「国有財産の売買契約締結につ
いて」を通知

• H15.4.28　売買契約
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なぜ随意契約となったか
• 通常は一般競争入札にしなければならな
い（会計法29条）

• しかし「許可を得て，または契約により永続
的使用に耐える建物または堅固な構築物
の敷地として使用されてきた土地を当該建
物もしくは構築物の所有者に売り払いまた
は貸し付けるとき」は随意契約によっても
よいことになっている（予算決算および会
計令９９条，平成13年の理財局通達3660
号）
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払い下げ時に
用途指定できなかたのか

• 通常は用途ならび用途期間を指定しなけ
ればならない（国有財産法第29条）

• ただし，「許可，または契約により永続的使
用に耐える建物または堅固な構築物の敷
地として使用されてきた土地を，当該建物
もしくは工作物の所有者に売り払うとき」は
上記を指定しなくてもよいことになっている
（国有財産法施行令１６条，昭和４１年の
蔵国有339号）
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払い下げ後の
転売禁止はできないのか

• 現法律ではできない

• バブル期に地価が上昇していた時期には，
投機監視地域（現在は小笠原諸島のみ）
においては転売の禁止ができた




